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記者配布資料 令和２年１０月７日 

大阪経済記者クラブ会員各位 

大阪府・大阪市の令和３年度予算等への要望について 

【お問合先】 

大阪商工会議所 総務企画部（中村・堤） 

ＴＥＬ：０６－６９４４－６３０４ 

○大阪商工会議所は、このたび、「大阪府・大阪市の令和３年度予算等への要望」を

取りまとめ、本日付で、吉村洋文・大阪府知事、松井一郎・大阪市長に建議した。

○大阪府･大阪市が予算策定作業に着手するこの時期に、予算・税制等の包括的な要

望を毎年行っているもの。

○新型コロナウイルスの感染拡大の影響が続くなか、感染症対策と経済活動をバラ

スよく進めていくため、大阪府・大阪市に対して、感染拡大の影響への着実な対

応支援と、中小企業のＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）対応支援を最

重点に取り組むよう求めている。

○またそれらが、２０２５年大阪・関西万博、そしてそれ以降の大阪・関西の成長

につながるよう、with／after コロナを見据えたビジネス変革支援として、ウエ

ルネス産業の振興、イノベーション・エコシステムの構築、中小企業の生産性向

上・経営力強化等、全３７項目（うち新規要望は２１項目）を要望する。

【主な要望項目】 

Ⅰ 新型コロナウイルス感染拡大の影響への着実な対応支援 

○小規模事業者への経営相談・融資斡旋等の支援拡充【新規】【１ページ】

新型コロナウイルスの感染拡大の影響により、経営不振に陥る小規模事業者の増

加が懸念される。各種経営相談や融資斡旋等の小規模事業経営支援事業の拡充をは

かるべき。 

＊小規模事業経営支援事業費補助金：小規模事業者などの振興を図るため、商工会議所などが

実施する、経営相談、融資斡旋、展示商談会、商店街活性化などの事業に対する補助金。 

○飲食店や移動販売車を支援する、公共空間の活用【新規】【２ページ】

飲食店内の「３密」を回避するため、大阪市は、コロナの影響が当面続くことを

想定し、道路や公園、公開空地等都心部の様々な公共空間を、飲食店やキッチンカ

ー（移動販売車）が活用できる仕組みを構築すべき。 

Ⅱ with／after コロナを見据えたビジネス変革支援 
○健康・医療・介護等の公的データ活用に向けた、大阪公立大学と企業、研究機関

等との連携強化【新規】（3ページ）
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大阪府や大阪市が保有する健康や医療、介護等の公的データの活用にあたっては、

大阪公立大学を拠点に、健康医療分野の他大学や研究機関、民間企業がアクセスで

き、具体的な課題解決につなげられる、オープンでフリーなプラットフォームを構

築すべき。 
 

○「大阪スマートシティパートナーズフォーラム」との連携強化【新規】【３ページ】 

少子高齢化や人口減少、アフターコロナへの対応等、課題を持つ市町村と、その

解決策を有する企業をコーディネートする「大阪スマートシティパートナーズフォ

ーラム」の運営にあたっては、本会議所が運営する AIや IoT、XR等をテーマとす

るプラットフォームと連携・協働すべき。 
 

○中小企業の生産性向上やテレワーク等、IT導入の促進支援【５ページ】 

中小企業等の IT 利活用策を大阪府、大阪市の中小企業施策の柱に位置付け、集

中的に取り組むべき。またセキュリティ対策の具体施策も実施すべき。 

 

Ⅲ 都市魅力の増進 

○大阪の食のブランディング強化事業への支援【６ページ】 

大阪観光局とともに「食創造都市 大阪推進機構」を設置し、食のブランディン

グ事業に取り組んでいる。その起爆剤として、世界的に影響力の高い食イベントの

誘致・開催を公民連携で実現するため、必要な予算措置を講じるべき。 
 

Ⅳ ２０２５年大阪・関西万博に向けた取り組み 

○スーパーシティの実現に向けた、公民一体での準備推進【新規】【８ページ】 

大胆な規制緩和と最先端技術により「まるごと未来都市」を実現する仕組みであ

るスーパーシティは、未来社会の実験場をめざす万博に向けても有効。 

大阪が確実にその区域指定を受け、基本構想の検討、具体的なプロジェクト組成

等において、公民の力を結集した準備に注力すべき。 

 

○前広な展示実証機会の創出【新規】【８ページ】 

２０２５年大阪・関西万博に、地元中小企業や国内外のスタートアップ等が参

画・共創し、それ以降の実装につながるよう、２０２５年以前から前広に、様々な

展示・実証の機会を設けるべき。 

ウエルネスや MaaS 等、本会議所が運営するプラットフォームや、大阪府・大阪

市・大阪商工会議所による「実証事業推進チーム大阪」等と連携すべき。 

以 上 

 

＜添付資料＞ 資 料 １：大阪府・大阪市の令和３年度予算等への要望（フレーム） 

資 料 ２：大阪府・大阪市の令和３年度予算等への要望（本文） 

参考資料：大阪府小規模事業経営支援事業費補助金に関する要望 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料１ 大阪府・大阪市の令和３年度予算等への要望 

基
本
的
な
考
え
方 

 

◆新型コロナウイルスの感染拡大は、日本、そして世界の経済・社会に大きな影響を与えている。先行きは見通しにくく、回復までにかなりの時間を要するこ
とが予想されるが、様々な工夫や挑戦を積み重ね、感染症対策と経済活動をバランスよく進めていく必要がある。 

◆大阪商工会議所では、コロナの影響を受け、苦境に陥る中小企業・小規模事業者を支援するとともに、コロナを前提とした社会・経済活動のあり方、さらに
はコロナが収束した後の未来社会も見据え、ビジネス変革支援に取り組んでいるところである。 

◆大阪府・大阪市におかれては、感染拡大の影響への着実な対応支援と、中小企業のＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）対応支援を最重点に、それ
ら取り組みが、２０２５年大阪・関西万博、そしてそれ以降の大阪・関西の成長につながるよう、経済界との連携・協働を強化いただくとともに、令和３年
度の重点施策、予算の策定に際しては、以下の諸点に特段の配慮を払われるよう要望する。 

 

 

 

 

(1) 小規模事業者への経営相談・融資斡旋等の支援

拡充 ★ ※ 

(2) 感染症対策を含む中小企業の事業継続力強化支援 ★ 

(3) 官公需の受注機会の確保 ★ 

(4) Ｍ＆Ａによる事業承継を促進する、譲渡側小規模

事業者への支援 ★ 

(5) 外食利用に関する感染症対策の大阪モデル推進 ★  

(6) 飲食店や移動販売車を支援する、公共空間の活

用 ★ ※※ 

(7) 検査体制、医療提供体制の確保・拡充に向けた柔

軟な支援 ★ 

 

 

 

１．ウエルネス産業の振興 
 
(1) 多様なデータ連携によるウエルネスビジネス創出

のための実証支援 ★ 

(2) 医療のデジタル化を推進するグローバルネットワ

ークとの連携 ★ 

(3) 健康・医療・介護等の公的データ活用に向けた、 

大阪公立大学と企業、研究機関等との連携強化 ★ 

2．イノベーション・エコシステムの構築 

(1)  「大阪スマートシティパートナーズフォーラム」との

連携強化 ★ 

(2) MaaSの社会実装推進に向けた支援と連携強化 

(3) スタートアップ・エコシステム拠点形成に向けた支

援強化 ★ 

(4) 実証事業都市・大阪の実現に向けた施策拡充 

(5) 「アーリーアダプター制度（仮称）」の創設 

 

3．中堅・中小企業の生産性向上・経営力強化 

(1) 中小企業の生産性向上やテレワーク等、IT導入の

促進支援 

(2) サイバーセキュリティに関する相談窓口の開設 ★  

(3) 外国人材の採用・活躍推進に向けた施策の実施 

(4) 女性の活躍を推進する中小企業等への施策拡充 

(5) 大阪外国企業誘致センター(O-BIC)の機能強化 

(6) 「商都大阪」活性化推進事業実行委員会によるイ

ンバウンド推進 ★※※ 

(7) with/after コロナ社会の商店街振興 ★ 

 

    

 

 

(1) 大阪の食のブランディング強化事業への支援 

(2) グレーターミナミ構想実現に向けた取り組みの推進 

(3) 「なにわなんでも大阪検定」の実施協力と職員等へ

の受験奨励 

(4) 水と光のまちづくり推進に向けた予算拡充と新体制

移行に対する支援 

(5) なんば駅前広場化の早期実現 ※※ 

(6) まちの安心安全、環境美化への取り組み強化 ★ 

※※ 

(7) 都市インフラの整備促進 

(8) 関西における空港機能の維持・強化 

 

 

 

(1) 国内外に向けた機運醸成 ★ 

(2) スーパーシティの実現に向けた、公民一体での準

備推進 ★ 

(3) 前広な展示実証機会の創出 ★ 

(4) 多様なデータ連携によるウエルネスビジネス創出の

ための実証支援 ★ 

(5) 医療のデジタル化を推進するグローバルネットワー

クとの連携 ★ 

(6) MaaSの社会実装推進に向けた支援と連携強化 

(7) 実証事業都市・大阪の実現に向けた施策拡充 
 

Ⅰ 新型コロナウイルス感染拡大の影響への着

実な対応支援 

Ⅲ 都市魅力の増進 

Ⅳ ２０２５年大阪・関西万博に向けた取り組み 

Ⅱ with／after コロナを見据えたビジネス変革

支援 

◎全３７項目、うち新規(★)２１項目 

※：大阪府のみへの要望、※※：大阪市のみへの要望 
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令和２年１０月 

 

大阪府・大阪市の令和３年度予算等への要望 

 大阪商工会議所 

 

新型コロナウイルスの感染拡大は、日本、そして世界の経済・社会に大きな

影響を与えている。先行きは見通しにくく、回復までにかなりの時間を要する

ことが予想されるが、様々な工夫や挑戦を積み重ね、感染症対策と経済活動を

バランスよく進めていく必要がある。 

大阪商工会議所では、コロナの影響を受け、苦境に陥る中小企業・小規模事

業者を支援するとともに、コロナを前提とした社会・経済活動のあり方、さら

にはコロナが収束した後の未来社会も見据え、ビジネス変革支援に取り組んで

いるところである。 

大阪府・大阪市におかれては、感染拡大の影響への着実な対応支援と、中小

企業のＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）対応支援を最重点に、それ

ら取り組みが、２０２５年大阪・関西万博、そしてそれ以降の大阪・関西の成

長につながるよう、経済界との連携・協働を強化いただくとともに、令和３年

度の重点施策、予算の策定に際しては、以下の諸点に特段の配慮を払われるよ

う要望する。 

 

記 

（★＝新規要望、※＝大阪府のみへの要望、※※＝大阪市のみへの要望） 

Ⅰ 新型コロナウイルス感染拡大の影響への着実な対応支援 

 (1) 小規模事業者への経営相談・融資斡旋等の支援拡充 ★ ※ 

新型コロナウイルスの感染拡大の影響により、経営不振に陥る小規模

事業者の増加が懸念されるなか、これら事業者への各種経営相談や融資

斡旋等の支援が極めて重要となる。 

大阪商工会議所はじめ府内の商工会議所および商工会が、引き続き中

小企業・小規模事業者の経営安定化、経営革新・成長、地域活性化を後

押しする機能を果たせるよう、支援事業に十分な予算を確保されたい。

加えて、同事業を効果的に実施するため、現場の声や実態に即して制度

改善や体制強化を図られたい（令和２年８月２１日付、大阪府商工会議

所連合会・大阪府商工会連合会連名による「大阪府小規模事業経営支援

事業費補助金に関する要望」参照）。 

(2) 感染症対策を含む中小企業の事業継続力強化支援 ★ 

政府は、従来からの自然災害等への備えに加え、新型コロナウイルス

感染症を含む「事業継続力強化計画」の策定支援を新たに進めている。

大阪府・大阪市におかれても、感染症対策を盛り込んだ計画策定の手引

きや専門家の派遣等、域内中小企業による同計画やＢＣＰの策定を積極

資料２ 
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的に支援されたい。あわせて同計画を策定した中小企業に対し、税制優

遇や金融支援等、独自の支援策を講じ、その普及をはかられたい。 

(3) 官公需の受注機会の確保 ★  

新型コロナウイルス感染症の拡大により、売上が大幅に減少している

中小企業等が多い。民需だけでその蒸発を補うには限界があることから、

大阪府・大阪市におかれては、中小企業等の受注機会増大に向け、官公

需を受注できるよう、十分な事業枠を確保するとともに、前倒し発注に

努められたい。また適正な価格で受注がなされるよう配慮されたい。 

(4) Ｍ＆Ａによる事業承継を促進する、譲渡側小規模事業者への支援★  

コロナ禍により経営内容が悪化し、廃業に追い込まれる小規模事業者

の増加が懸念される。事業承継を促進するためには、Ｍ＆Ａによる第三

者承継が有効であるが、仲介手数料等費用の高さが利用の障害と言われ

ている。そこで、譲渡側小規模事業者に対し、費用の一部を補助する支

援制度を創設されたい。 

(5) 外食利用に関する感染症対策の大阪モデル推進 ★ 

大阪商工会議所は、感染症対策を万全にした外食利用に向け、飲食店

と利用者の双方が取り組む、大阪独自の「外食利用に関するガイドライ

ン」を、大阪観光局とともに作成し、普及啓発に努めている。 

大阪府・大阪市におかれては、外食産業の振興と感染症拡大の防止の

両立に向け、大阪商工会議所とも連携し、同ガイドラインをベースにし

た、実効性の高い大阪モデルによる外食利用を推進されたい。 

     (6) 飲食店や移動販売車を支援する、公共空間の活用 ★ ※※  

新型コロナウイルス感染症の拡大により、「３密」の回避、「新しい生

活様式」の実践が困難であるため、廃業する飲食店等が急増している。

政府は緊急措置として、沿道飲食店等の路上利用に伴う道路占用許可基

準を緩和しているが、本年１１月末までと限定的であり十分ではない。 

大阪市におかれては、コロナの影響が当面続くことを想定し、道路や

公園、公開空地等都心部の様々な公共空間を、飲食店やキッチンカー（移

動販売車）が活用できる仕組みを構築し、民間による賑わい創出を支援

されたい。 

(7) 検査体制、医療提供体制の確保・拡充に向けた柔軟な支援 ★ 

大阪商工会議所は、医療現場のニーズに基づき、企業が医療機器等の

開発を進める医工連携事業「次世代医療システム産業化フォーラム」を

２０年近く運営しているが、参画企業はコロナ対策に資する検査・治療

のための機器やシステムの開発に積極的に取り組んでいる。 

大阪府・大阪市におかれては、大阪における検査体制や医療提供体制

の確保・拡充に向け、医療機関等が優れた新製品等を、承認され次第早

期に導入できるよう、費用の補助等、柔軟に支援されたい。 
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Ⅱ with／after コロナを見据えたビジネス変革支援 

1．ウエルネス産業の振興 

ウエルネス分野は、大阪が高いポテンシャルを持つ成長産業であるのみな

らず、コロナ禍により、安全保障上の戦略産業としての重要性も改めて認識

されたところであり、その振興に一層注力すべきである。 

 

(1) 多様なデータ連携によるウエルネスビジネス創出のための実証支援

★ 

大阪商工会議所は、「ウエルネス未来社会デザイン共創ネットワーク

を設置し、異業種連携によるウエルネスビジネスの創出を支援している。

個々人の日常生活の様々なデータを収集分析し、健康維持や疾病予防に

つなげるためには、実際に人を対象にした実証機会を設け、効果測定や

ビジネスモデルの検証を行うことが不可欠である。 

大阪府・大阪市におかれては、府民や市民を対象とする実証機会の提

供や自治体事業への反映、実証のための費用補助等に連携して取り組ま

れたい。 

(2) 医療のデジタル化を推進するグローバルネットワークとの連携 ★ 

遠隔医療やＡＩ診断等、世界で急速に進展する医療のデジタル化に対

応するためには、最先端のライフサイエンス研究拠点や、高い技術力を

有する中小企業の集積といった、大阪のポテンシャルを活かすとともに、

異業種連携やスタートアップの参画を促し、海外市場も視野に入れた製

品やシステムの開発が求められる。そこで、大阪商工会議所が、豪州や

シンガポール、米国等の研究機関やアクセラレータ等と形成するグロー

バルネットワークとの連携を強化されたい。 

 

(3) 健康・医療・介護等の公的データ活用に向けた、大阪公立大学と企

業、研究機関等との連携強化 ★ 

２０２２年の開学に向け、昨年度に策定された大阪公立大学の基本構

想には、「パブリックデータからの分析等“公立大学”の強みを活用し、

府市と一体化して大阪の都市課題解決に貢献する、『都市シンクタンク

機能』を加え、大阪の発展に貢献する知の拠点をめざす」とされている。 

大阪府や大阪市が保有する健康や医療、介護等の公的データの活用に

あたっては、大阪公立大学を拠点に、健康医療分野の他大学や研究機関、

民間企業がアクセスでき、具体的な課題解決につなげられる、オープン

でフリーなプラットフォームを構築されたい。 

 

2．イノベーション・エコシステムの構築 

(1) 「大阪スマートシティパートナーズフォーラム」との連携強化 ★ 
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大阪府・大阪市は、「大阪スマートシティ戦略 Ver.1.0 e-OSAKA をめ

ざして」を策定し、その戦略に基づき、“大阪モデル”のスマートシティ

の実現に向けた推進体制として、大阪府「大阪スマートシティパートナ

ーズフォーラム」が設立された。同フォーラムでは、少子高齢化や人口

減少、アフターコロナへの対応等市町村のもつ課題の見える化および課

題解決に向けたソリューションを持つ企業と企業、行政を繋ぐコーディ

ネートを目指している。 

大阪商工会議所では、市町村のもつ課題の解決に向けた技術・サービ

スを有し、ソリューション提案が可能な企業が集うプラットフォームを

多数運営している（例：大阪・関西 IoT 活用推進フォーラム、人工知能

ビジネス研究会、XR活用推進フォーラム、MaaS 社会実装推進フォーラ

ム、次世代医療システム産業化フォーラム等）。こうした各種プラットフ

ォーム事業で、市町村のもつ課題を提示し、その後、各種プラットフォ

ーム事業が有するワークショップやマッチングの仕組みを活用して、課

題解決を支援することができる。こうしたスキームを構築することで、

「大阪スマートシティパートナーズフォーラム」と大阪商工会議所との

連携・協働を強化されたい。 

 (2) MaaS の社会実装推進に向けた支援と連携強化  

大阪商工会議所は、２０２５年大阪・関西万博を見据えたスムーズな

地域内移動に貢献できる MaaS の構築を目指し「MaaS 社会実装推進フォ

ーラム」を設置し、約２００社の参画を得て、業種・企業規模の垣根を

越えた連携を支援している。 

大都市において MaaS を社会実装していくうえでは、自治体のリーダ

ーシップと公民連携が不可欠であることから、大阪府・大阪市におかれ

ては、MaaSに関して必要な予算措置を講じるとともに、大阪商工会議所

との連携を強化されたい。 

(3) スタートアップ・エコシステム拠点形成に向けた支援強化 ★ 

政府による「世界に伍するスタートアップ・エコシステム拠点形成戦

略」において、京阪神連携の取り組みが「グローバル拠点都市」に選定

された。 

大阪において、「大阪スタートアップ・エコシステムコンソーシアム」

の事務局を担う大阪産業局のスタートアップ支援事業を支援するとと

もに、十分必要な予算措置を講じられたい。 

(4) 実証事業都市・大阪の実現に向けた施策拡充 

２０２５年大阪・関西万博を見据え、大阪府・大阪市・大阪商工会議

所では、「実証事業推進チーム大阪」を設けて、大阪における実証フィー

ルドの開拓や企業ニーズの発掘等に取り組んでいる。実証実験の実施、

成果普及を通じた産業振興をより強力に推進するため、実証実験を通じ

て開発された有用な新技術の積極的な活用を図るとともに、今後も一層

の連携強化が進展するよう、必要な予算措置を講じられたい。 
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(5) 「アーリーアダプター制度（仮称）」の創設  

創業間もない事業者や新分野に挑戦する企業の成長を支援するため、

また、実証実験の実施後に新製品・サービスを市場投入しようとする企

業を支援するため、一定の条件を満たす場合には、大阪府・大阪市がそ

の製品・サービスを積極的に購入できるように、地方自治法施行令の規

定を活用した随意契約を認める「アーリーアダプター制度」を創設され

たい。 

 

3．中堅・中小企業の生産性向上・経営力強化 

 (1) 中小企業の生産性向上やテレワーク等、IT 導入の促進支援   

中小企業の生産性向上や人材確保・定着を支援するため、テレワーク

等、中小企業の IT利活用策を大阪府、大阪市の中小企業施策の柱に位置

付け、集中的に取り組まれたい。ITの導入内容やレベルに応じた情報発

信や相談等、きめ細かな支援策を実施されたい。 

  (2) サイバーセキュリティに関する相談窓口の開設 ★  

中小企業はデジタル化やテレワーク対応が進展する一方、サイバーセ

キュリティ対策が十分でないところが多い。政府が、中小企業を含むサ

プライチェーン全体でのセキュリティ対策を促進するコンソーシアム

を今年度中に立ち上げる等、取り組みを進めることから、大阪府・大阪

市におかれても、サイバーセキュリティに関する情報提供や専門相談窓

口の設置等、具体施策を実施されたい。 

 (3) 外国人材の採用・活躍推進に向けた施策の実施  

外国人材の採用を促進するため、日本語能力向上や、ビジネスマナー・

ビジネス慣習修得への支援とともに、インターンシップや就職支援を拡

充されたい。 

(4) 女性の活躍を推進する中小企業等への施策拡充 

大阪商工会議所は、中小企業における女性活躍推進を後押しするため、

女性管理職のロールモデルを表彰する「大阪サクヤヒメ表彰」を５年に

わたり実施してきた。 

グローバル化する市場で企業が勝ち残るためには、ダイバーシティの

推進、特に人口の半数を占める女性の活躍推進は今後ますます重要とな

ることから、女性管理職を育成する施策を拡充されたい。 

(5) 大阪外国企業誘致センター(O-BIC)の機能強化  

「大阪外国企業誘致センター(O-BIC）」は、大阪府・大阪市・大阪商工

会議所が運営し、高い誘致実績をあげている。引き続き、オール大阪で

の外資誘致活動の強化に向けて必要な予算措置と連携強化を図られた

い。 
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 (6) 「商都大阪」活性化推進事業実行委員会によるインバウンド推進 ★

※※  

２０２５年大阪・関西万博を見据え、大阪市内全域の商店街が、イン

バウンド等の観光誘客・観光消費を取り込めるよう、大阪商工会議所と

大阪市、大阪市商店会総連盟は、２０１９年に、「商都大阪」活性化推進

事業実行委員会を設置し、各種事業に取り組んでいる。インバウンドの

すそ野を広げるため、この枠組みが継続できるよう必要な予算を確保さ

れたい。 

 (7) with/after コロナ社会の商店街振興 ★  

新型コロナウイルス感染症への対応により、消費者の生活様式にも変

化がみられ、地元の魅力ある店舗を再発見、再評価する動きもある。 

大阪府・大阪市におかれては、感染症対策に加えて、地域の魅力の情

報発信、バイローカル活動、新店舗の誘致等、地域の拠点である商店街

等がエリアの魅力向上にむけ実施する取り組みを支援されたい。 

 

Ⅲ 都市魅力の増進 

 (1) 大阪の食のブランディング強化事業への支援 

大阪の観光魅力、都市ブランド向上を図るうえで、重要な要素である

「食」について、大阪観光局とともに「食創造都市 大阪推進機構」にお

いて、新しい時代の食の評価制度の策定や、大阪の食業界のレベルアッ

プをはかるワークショップ等に取り組んでいる。 

大阪府・大阪市におかれては、その起爆剤として、世界的に影響力の

高い食イベントの誘致・開催を公民連携で実現するため、必要な予算措

置を講じられたい。 

(2) グレーターミナミ構想実現に向けた取り組みの推進 

大阪都心部と大阪府南部地域が一体的な発展をめざす都市経済圏（グ

レーターミナミ構想）の実現に向け、本会議所が、同地域に立地する大

学、商工会議所・商工会、民間企業・団体で組織した「グレーターミナ

ミ連携会議」による活性化事業について、連携を強化されたい。 

 (3) 「なにわなんでも大阪検定」の実施協力と職員等への受験奨励  

大阪商工会議所が大阪府・大阪市等と共催する「なにわなんでも大阪

検定」は、全国で２番目に受験者を集めるご当地検定として定着してい

る。同検定の情報発信を強化するため、大阪府・大阪市関連施設や学校

等での広報物の掲示・配布等に取り組むとともに、検定合格者に対する

特典供与に引き続き協力されたい。 

また、地元大阪に関する基礎知識が求められる大阪府・大阪市の職員、

教員、そして次代を担う小中高校生等に対し、同検定の受験を勧奨する

とともに、検定試験実施への支援を強化されたい。 



7 

 

(4) 水と光のまちづくり推進に向けた予算拡充と新体制移行に対する支援 

「水と光の首都大阪」の実現に向けた、公民連携による推進組織「水

都大阪コンソーシアム」は、令和３年度から次期をスタートさせるべく、

準備を進めている。新体制への移行にあたっては、これまで４年間の成

果と課題を、行政と経済界で改めて再確認し、その担うべき役割につい

て認識を共有されたい。 

そのうえで、万博会場へのアクセス等都心部の水の回廊から海へと広

がる新たな水都ネットワークの構築や発信力強化をはじめ、同コンソー

シアムが取り組むべき事業に対し、十分な予算措置を講じられたい。 

 (5) なんば駅前広場化の早期実現 ※※ 

人中心の魅力的な空間に再構築し、世界に誇る大阪の玄関口にふさわ

しい、「なんば駅前広場」を２０２３年度にオープンさせるため、地元商

店街や企業・団体、警察等と緊密に連携するとともに、必要な予算措置

を講じられたい。 

(6) まちの安心安全、環境美化への取り組み強化 ★ ※※ 

ビジネス、観光、居住等様々な面で都市のブランドを強化するために

は、まちの安心安全や環境美化への取り組みも欠かせない。梅田や御堂

筋、なんば等の都心部を中心に、道路・橋架下等の美化や放置自転車対

策を強化されたい。 

(7) 都市インフラの整備促進 

大阪・関西の経済成長を促進するためには、大都市圏を結ぶ交通イン

フラを早急に整備するとともに、大阪都心部における交通アクセスの改

善が不可欠である。 

そこで、北陸新幹線とリニア中央新幹線の大阪までの早期全線開業や、

２０２５年大阪・関西万博の重要なアクセスルートとなる「淀川左岸線

２期」、「淀川左岸線延伸部」の早期整備等、関西の高速道路ネットワー

ク形成を政府関係機関に積極的に働きかけられたい。また新大阪駅は将

来的に北陸新幹線とリニア中央新幹線等も結節し、全国へつながる広域

交通ネットワークの一大ハブ拠点としての役割が期待されており、周辺

地域も含めた開発について関連事業者等との協議を深められたい。 

また大阪都心部を南北に貫き、関西国際空港と大阪都心部とのアクセ

スを改善する鉄道新線「なにわ筋線」については、２０３１年春の開業

に向け、鉄道事業者と協力しつつ着実な整備を進められたい。 

 (8) 関西における空港機能の維持・強化 

関西国際空港は、大阪・関西の基幹インフラとして地域経済を牽引し

てきたが、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、世界的に国家

間の移動が厳しく制限されるなかで、関空の航空路線も国際線を中心に

運休・減便が相次ぎ、１９９４年の開港以来、最大の危機に瀕している。 

ついては、関西国際空港全体構想促進協議会の取り組みを通じて、「就
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航ネットワークの回復」「安心安全な空港環境の整備」に取り組むととも

に、感染症の拡大防止の最前線となる空港における水際対策の抜本的な

見直し等について、国に強く働きかけられたい。 

 

Ⅳ．２０２５年大阪・関西万博に向けた取り組み 

(1) 国内外に向けた機運醸成 ★ 

２０２５年大阪・関西万博は、世界に貢献する大阪の姿を示し、大阪

のパワーを世界に発信する重要な機会である。そのインパクトを最大限

に活かすため、万博に向けた機運醸成を、２０２５年日本国際博覧会協

会と連携し、大阪府内はもとより国内外に向け、積極的にはかられたい。 

(2) スーパーシティの実現に向けた、公民一体での準備推進 ★ 

スーパーシティは、大胆な規制緩和と最先端技術により「まるごと未

来都市」を実現する仕組みであり、未来社会の実験場となる万博におけ

る取り組みを加速する手段としても有効である。 

大阪が確実にその区域指定を受け、うめきたや夢洲等の新しいまちづ

くりや万博において、大阪・関西の産学の集積や強みを活かし、社会課

題解決が明確なスーパーシティ創成の実現を可能とするよう、基本構想

の検討、具体的なプロジェクト組成等において、公民の力を結集した準

備に注力されたい。 

(3) 前広な展示実証機会の創出 ★ 

２０２５年大阪・関西万博に、地元中小企業や国内外のスタートアッ

プ等が参画・共創し、それ以降の実装につながるよう、２０２５年以前

から前広に、様々な展示・実証の機会を設けられたい。 

またウエルネスや MaaS 等、大阪商工会議所が運営するプラットフォ

ームや、大阪府・大阪市・大阪商工会議所による「実証事業推進チーム

大阪」の取り組み等と連携されたい。 

(4) 多様なデータ連携によるウエルネスビジネス創出のための実証支援 

★（前掲【３頁】） 

(5) 医療のデジタル化を推進するグローバルネットワークとの連携 ★

（前掲【３頁】） 

(6) MaaS の社会実装推進に向けた支援と連携強化 （前掲【４頁】） 

(7) 実証事業都市・大阪の実現に向けた施策拡充 （前掲【４頁】） 

     

以 上 
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